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【プロジェクトの目標とリサーチ・クエスチョン】 
新型コロナウイルス感染症の流行対策は、数理モ

デルを含む各種科学技術が実装される機会であった。

しかし、第 1 波の初動危機管理では政府の危機管理

に比して過度な先回りが指摘され、長引くパンデミ

ック対応の中で、流行対策の科学的助言や政治と科

学の役割分担のあり方を見直さなければならない機

会であることも強く認識された。特に、日本における

新型コロナウイルス感染症の非特異的対策（基本的

対処方針）においては、接触の自主的な削減や 1 つ

ひとつの感染対策が要請に基づいて実行され、それ

は諸外国のロックダウンと比して極めて特異であっ

た。明示的な個人レベルの罰則を講じなかった一方、

世間の同調に対する圧力の下で対策が成立していた

ことが否めない。社会的にはパンデミックの喧騒が

落ち着きつつも未だ流行自体が続く中において、複

数回の予防接種が人口内に行き渡ったいま、本研究

では次のパンデミックも視野に入れつつ、（1）同調

の社会的メカニズムや感染対策の習慣化のあり方、

（2）科学的助言の体制作り、（3）社会での対策の合

理化・最適化に対峙する。 
本研究では、以下の疑問点について明示的な回答

を与えるべく研究実施に着手した： 
1． 同調が存在する社会は良かったのか？同調が圧

力となって作用したことの問題点とは何か？ 
2． 科学的助言を行い、呼び掛けを行う主体はどこ
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であるべきか。ガイドラインとして科学的情報

の発信源について一定のルール作りを行うこと

は可能か？ 
3． 無批判に「もと通りの暮らし」に戻るのではな

く、流行対策がカスタマイズされて習慣化され

た「つらくない社会」とは日本ではどのような

ものか？どのようにすれば継続可能なのか。 
上記のゴールは設定するが、進捗に応じて柔軟に研

究アウトプットや提言の周知についてゴールの設定

をより拡大することを含めて検討するよう努めた。 
【仮説と分析手法/アプローチ】 
(1) 要請に基づく流行対策の評価・因果推論 
人々を３密行動回避に導く、情報源と情報媒体及

への信頼と、感染への不安の関係を明らかにすべく、

社会調査を行った。対象は東京在住者 2000 人と大

阪在住者 2000 人である。年齢は 20 歳代から 70 歳

代の男女を在住者人口分布に合わせてオンライン回

答にてデータを収集した。情報源及び情報媒体は、医

療従事者、政府、自治体知事、家族、テレビ、ラジオ、

新聞、雑誌、SNS とした。媒介解析により、医療従

事者がテレビを介して情報を発信することが、人々

に３密行動を回避させるために最も有効であること

が明らかとなった。感染への不安と３密回避行動は、

若年者より高齢者が、男性より女性が大きいことが

わかった。自治体の知事への信頼は、東京在住者より

大阪在住者の方が高いが、それによって３密行動を

回避することにはつながっていないこともわかった。 
(1-1) 日本においてマスク着用の推奨停止が

COVID-19 流行動態に及ぼした影響の疫学的評価 
まず、日本における 2023 年 3 月 13 日の政府によ

るマスク着用の推奨停止に対し、その後の国内の

COVID-19 流行動態に及ぼした影響を定量的に評価

した。2022 年 10 月 3 日から 2023 年 11 月 7 日を研

究対象期間とし、東京都が公開している毎週の定点

報告患者数（年齢群別）を使用し、20 歳階級 4 つの

年齢群（0 から 19 歳、20 から 39 歳、40 から 59 歳、

60 歳以上）の別で新規患者数のモデル化を実施した。

平均世代時間を 3.5 日と仮定し、各週の実効再生産 
数をパラメータとして推定可能な数理モデルを構築

した。まず、最尤推定法により、週別の実効再生産数

を推定した。次に、マスク着用割合が実際と異なった

場合を仮定し、それが実効再生産数の推定値に及ぼ

す影響を定量化することで反事実シナリオを検討し

た。アウトカムとして、2023 年 3 月以降の第 9 波に

おける年齢群別の感染者数と死亡者数を検討した。 
 また、ワクチン導入前の感受性人口が大半を占め

る時期において、マスク着用の効果（感染や死亡の回

避数）の評価のため、2020 年 1 月から 2021 年 3 月

を解析対象期間とし、ヨーロッパ、アジア、オセアニ

アにおける時系列のマスク着用割合と疫学データの

両方が得られた複数国を対象に分析を実施した。対

象国の年齢群別の日別新規患者数、月次または年次

の死亡数、マスク着用割合を収集した。これらのデー

タから年齢構造化数理モデルを用いて実効再生産数

を推定した。モデルの定量化後、観察されたマスク着

用割合と異なる値をモデルに代入した仮想的流行の

数値計算により、「マスク着用がより早期から高値で

あった」、もしくは、「マスク着用推奨が行われず着用

割合が上昇しなかった」といった反事実の流行曲線

を構築した。観察値と反事実シナリオの流行曲線を

比較し、マスク着用による感染者数抑制効果を評価

した。 
(1-2) COVID-19の 2次感染の詳細と社会文化規範の

相関関係に関する包括的解析（暫定結果） 
各国の実効再生産数（Rt）を時系列で推定するた

めに、ワクチンの効果が国レベルで広範に波及して

いない期間である 2020 年 2 月 1 日から 2021 年 3 月

31 日のデータを対象とした。分析には Our World in 
Data が提供する COVID-19 関連のデータセットを

用いた。診断バイアスの影響を最小化するため、新規

死亡者数の時系列データを用いてそれを基に新規発

病者数を逆計算して用いた。推定された発病日別デ

ータから実効再生産数（Rt）を推定した。得られた

Rt の変化（流行中にみられた最大値、増減度や制御

に要する時間など）について、第 1 波と第 2 波にお

いて国別に検討した。これらの疫学指標と文化的窮

屈さを示す指標（Cultural Tightness-Looseness 
Scale：CTLS）との相関関係を個別に検討した。文化

的窮屈さを示す指標（CTLS）とは、各国の文化的窮

屈さを数値化したもので、その国の文化的窮屈さを

反映している。高い値ほど文化的窮屈さが強いこと

を示す。本稿では暫定的な推定結果を提示する。 
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(1-3) 日本での COVID-19 パンデミック初期におけ

る公衆衛生 ･ 社会的対策 (PHSM) の効果検証 
 本研究では、週毎に集計された GPS 情報に基づく

東京都と大阪府の夜間繁華街滞留人口データを用い、

各時点での流行動態の指標となる実効再生産数を予

測するモデルを構築した。モデル式は式 1 である： 

𝑅𝑅𝑘𝑘,𝑖𝑖  =  𝛼𝛼𝑖𝑖 + 𝛽𝛽𝑖𝑖 log(𝑛𝑛𝑘𝑘−1) + 𝛾𝛾𝑖𝑖  𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙 �
𝑛𝑛𝑘𝑘−1
𝑛𝑛𝑘𝑘−2

� (1) 

式 1 において、𝑅𝑅𝑘𝑘,𝑖𝑖 が流行波 i における週 k での実

効再生産数、𝑛𝑛𝑘𝑘−1が週 k-1 における夜間繁華街滞留

人口である。具体的には、流行動態を 0-19, 20-39, 40-
59, 60 歳以上の 4 つの年齢群同士で COVID-19 を互

いに伝染させあう流行モデルを次世代行列モデルと

して記述することで、年齢ごとに異なる社会的な接

触のパターンを反映した。この次世代行列の最大固

有値の相当する実効再生産数が、式１により次世代

行列モデルに外挿されるというのがモデルの骨格で

ある。上記の次世代行列モデルは、大阪府と東京都に

おける 最初の 3 つの流行波の確定症例データに適

合させることで、式１のパラメータを推定した。

COVID-19 の確定症例データについては、東京都で

は、第 1 波・第 2 波・第 3 波の研究期間はそれぞれ

2020 年 2 月 9 日〜5 月 23 日、5 月 24 日〜9 月 19
日、9 月 20 日〜2021 年 2 月 27 日であった。一方

で、大阪府では、第 1 波・第 2 波・第 3 波に対応す

る研究期間はそれぞれ 2020 年 2 月 23 日〜6 月 13
日、6 月 14 日〜10 月 10 日、10 月 11 日〜2021 年 2
月 27 日であった。モデルの適合度は、推定されたパ

ラメータとその 95%信頼区間を用いて実際の流行曲

線を再構築することにより検証した。次に、同じ疫学

週における 2019 年の夜間人口データを反実仮想シ

ナリオとして用い、PHSM が存在しなかった場合の

COVID-19 の感染動態を構築した。反実仮想シナリ

オの感染者数に対しては、実際に観察された年齢群

ごとの致死リスクを適用し、反実仮想シナリオでの

死亡数を算出した。主要な仮定に対する感度分析も

行い、モデルの頑健性を評価した。 
2. 接触や予防接種の情報源から学んだもの 

令和 4年度から取り掛かりをはじめた COVID-19関

係者への取材について検討を続けた。特に、メディア

が果たせる役割の特定なども含めたオリジナル研究

の計画を進め、また、提言可能な科学的情報の発信に

関する交通整理のあり方について議論の進捗を図っ

た。 

その一環として研究代表者の西浦は科学コミュニ

ケーターやノンフィクション作家によるインタビュ

ーに積極的に応じ、本国における科学的知見に基づ

く政策決断の問題点に関する振り返りや総括に関す

る報告を当研究プロジェクトの一環として実施した。

それらを踏まえて、メディアコミュニケーションや

リスクコミュニケーションの専門家にスポットライ

トを当てた検討を行った。係る議論を通じて、健康危

機時にメディアが果たす役割の特定を行い、その成

果として、提言可能な科学的情報の発信に関する交

通整理のあり方について議論の進捗を図った。 
 
【分析の結果と考察】 
(1) 要請に基づく流行対策の評価・因果推論 
(1-1) 日本においてマスク着用の推奨停止が

COVID-19 流行動態に及ぼした影響の疫学的評価 
マスク着用割合の時系列推移を図 1-1 に示す。国

内のマスク着用割合は、2022 年 10 月 3 日開始の週

の 97%から、2023 年 10 月 30 日開始の週に 69％へ

と経時的に低下した。 
構築したモデルを用いた推定感染者数と反事実シ

ナリオの患者数推定結果を図 1-2 に示す。図 1-2 の

上段に示すように、構築したモデルは概ね観察値と

同じ流行動態を再現できた。図 1-2 下段に示すシナ

リオ分析の結果では、東京における第 9 波の患者数

を基にした観察値の累積感染者数 192 万人に対し、

2022 年の着用割合が維持された場合（青色）の累積

感染者は 171 万人に減少した。また、マスク着用割

合が観察値の 25%相当で推移したシナリオ（黄色）

では 268 万人へ増加し得たと推定された。 
累積死亡者数は、観察値が 4,000 人程度であった

のに対し、2022 年の着用割合が維持された場合は

3,600 人程度に抑制され、マスク着用割合が観察値の

25%で推移したシナリオでは 5,600 人程度になり得

たと推定された（図 1-3）。日本において推奨停止に

よって起きたマスク着用行動の変化が、その後の感

染動態に与えた影響を定量的に示した。 
一方、アジア・ヨーロッパの各 3 カ国、計 6 カ国
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についての時系列のマスク着用割合は対象国全ての

国で時刻とともに上昇した（図 1-4）。アジア諸国は

欧州諸国に比べ、マスク着用割合が高い傾向を示し

ていた。また、構築した数理モデルを用いた推定患者

数と反事実シナリオの分析結果を図 1-5 に示す。マ

スク着用割合が現実よりも高い値で推移したと想定

したシナリオ１では、推定新規感染者数は観察値の

半数以下に大幅に抑制された。他方、マスク着用割合

が 2020 年以前の水準から上昇しなかったと仮定し

たシナリオ 2 では、すべての国でより早期から感染

者数が大幅に増加する流行を認め、各国で人口の半

数近くが対象期間中に感染し得た可能性が示唆され

た。本研究結果により、各国の推奨や義務化によりマ

スク着用割合は上昇し、その効果として極めて多く

の感染者数を抑制した可能性が示唆された。 
(1-2) COVID-19の 2次感染の詳細と社会文化規範の

相関関係に関する包括的解析 

 第 1波における Rtの最大値や制御に要する日数は

CTLS との間にそれぞれ負の相関関係を認めた（図 1-

6 A,F）。一方で第 1 波における Rt の減少度や減少速

度は CTLS との間にそれぞれ正の相関関係を認めた

（図 1-6 B～E）。新しい日常生活が推奨されていた第

1 波と第 2 波の間における Rt の平均値と第 1 波と第

2 波の間において Rt が 1 を上回る日数は CTLS との

間に負の相関関係を認めた（図 1-6 G,I）。また第 1

波と第 2波の流行間の時間間隔と CTLSとの間に正の

相関関係を認めた（図 1-6 H）。一方、第 2 波におけ

る期間と CTLS の間には負の相関を認めた。第 2 波に

おける Rt の最大値と CTLS の間には正の相関を認め

た（図 1-6 J）。第 2 波における傾向は、第 1 波や流

行間期間に比べて一貫性が低く、時間的変化や政策

変更の影響を考慮する必要がある（図 1-6 K）。 

 社会文化規範は COVID-19の伝播に大きな影響を及

ぼし、流行の早期制御や新しい生活様式の定着に寄

与する 

(1-3) 日本での COVID-19 パンデミック初期におけ

る公衆衛生 ･ 社会的対策 (PHSM) の効果検証 

 人口 1,380 万人の東京都では、反実仮想シナリオ

の推定累積報告感染者数（死亡数）は、第 1〜第 3 波

でそれぞれ 215 万人（57,018 人）、84 万人（4,361

人）、121 万人（17,100 人）であった（表 1）。報告感

染者数は観察値の第 1 波で 420 倍、第 2 波で 42 倍、

第 3 波で 14 倍に達した。一方、大阪では、2020 年時

点の人口約 850 万人に対して、反実仮想シナリオに

おける推定累積報告症例数（死亡数）は、第 1〜第 3

波でそれぞれ 147 万人（71,525 人）、92 万人（13,589

人）、75 万人（18,814 人）となった。これらの推定症

例数は、観察された値と比べて 第 1波で最大 814倍、

第 2 波で 99 倍、第 3 波で 21 倍に相当した（図 1-7）。 

 東京都と大阪府における最初の 3つの COVID-19流

行波では、緊急事態宣言を含む移動制限を伴う PHSM

が、流行規模と死亡を大幅に抑制する効果を持って

いたことが示されただけでなく、COVID-19 流行期お

よび非流行期の夜間繫華街滞留人口という GPS 由来

データを用いてデータ駆動的に反実仮想シナリオを

検証し、PHSM の効果を評価できた。 

2. 接触や予防接種の情報源から学んだもの 

これまでの関連研究の国内での進捗状況や海外

の先行事例を理解することもできた。既に COVID-

19 対策に係る専門家を中心とする関係者への取材は

他所で数多く行われ、公表されている。また、COVID-

19 の予防接種の有効性や安全性に関する情報源に関

する社会調査を実施し、テレビや新聞、インターネッ

ト、知人など、年齢やその他特性によって情報源が相

当に異なる傾向があることを特定し、その成果を原

著論文として報告すべく研究論文を投稿し、採択掲

載された。 
桝太一助教が BUSINESS INSIDER の web イン

タビュー記事でコロナ禍での報道の在り方について

自らのキャリアと科学コミュニケーションと向かい

合う姿勢について取材機会を得た。日本テレビのア

ナウンサーとしての当事者であった状態から、研究

者として科学コミュニケーションに参画することに

なり、その上での問題意識などについて深掘りをし

ていただく機会を得た。 
https://www.businessinsider.jp/article/2501-

science-communication-masu2/ 
未来のパンデミックのための「政策実装」という観

点で言えば、現実の政策の動きとしては COVID-19
対策の振り返りを公的に実施することに本 PJ 成果

として貢献することが出来ていない。特に、以下の点

が棚上げの状態となっていて、研究開発成果の活用

https://www.businessinsider.jp/article/2501-science-communication-masu2/
https://www.businessinsider.jp/article/2501-science-communication-masu2/
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が単純に進められていない。特に、以下の点が足枷と

なっている： 
― 2023 年の対策緩和以降、厚生労働省の専門家

としてのパンデミック振り返りが公的にできていな

い状況にある（政治的理由からか、総括会議が開催さ

れない） 
― 学術評価以外の総括取り纏めがないために、

政策実務面において公的に記録を残すことができて

おらず、そういった公的記録を基に新たな未来のた

めの制度設計をすることができていない 
 ― 当事者も、当事者以外も、いわゆる「お茶の

間」宛てに作成された振り返りや記録は既に十分あ

るが、それを未来の制度改革につなげることは容易

でない。（実務家に向けた）記録や次の制度に繋がる

記録が求められる 
また、予定をしていた対象者へのインタビューは

全て終了した。書籍の目次は以下のとおりである。 
 

はじめに 
１章 専門家会議の情報発信：医療社会学者 武藤香

織 
２章 テレビ報道の現場から：放送記者 庭野めぐみ 
３章 臨床医のテレビ奮戦記：臨床医、松本哲哉 
コラム 桝 
４章 ソーシャルメディアの顔になる：感染症医 忽

那賢志 
５章 情報空間のファクトチェック：ファクトチェッ

ク・イニシアティブ理事 藤村厚夫 
６章 新聞はどう立ち向かったか：科学記者 田中泰

義 
コラム 元村 
７章 ウイルス研究の最前線から：ウイルス学者 河

岡義裕 
８章 パンデミック対策の最前線から：感染症学者 

押谷仁 
コラム 野口 
９章 パンデミック時のサイエンスコミュニケーシ

ョン：野口範子、元村有希子、桝太一、渡辺政隆 
編集後記 渡辺 
【政策的含意と提言】 
 以上を通じて、下記の政策実装が今後のパンデミ

ック対策において極めて重要な役割を果たすものと

考えられた。 
 科学的助言体制の恒常化と透明性の確保（以下

に詳述する） 
 公的なパンデミック振り返りの制度化 
 情報発信ガバナンスの整備 
 同調圧力に依存しない行動変容の設計：行動科

学に基づく負担の少ない対策の習慣化、年齢層

ごとの異なる行動特性に応じたコミュニケーシ

ョンなど 
 PHSM のデータ駆動型評価の常態化：夜間滞留

人口データなどを活用した即時評価体制の確立 
 多様な情報源を踏まえたリスクコミュニケーシ

ョン戦略の確立 
特に、科学的助言体制の改善に関しては提言をまと

めることを目標としてきたため、以下に詳述する： 
科学技術ジャーナリスト境界（JAST-J）を通じた科

学的助言に係る提言について次の 4点が挙げられた。

(1)スポークスパーソンの必要性、(2)政策決定の経

過公開、(3)政治家の役割と責任、(4)報道陣の責任。

これらは従来から関連問題について考察する機会に

頻繁に述べられてきたことに相当する。例えば、わが

国では専属報道官の者でなく官房長官が官僚原稿を

読むことでコミュニケーションが行われている点で

科学コミュニケーションが極めて難しく、(1)につい

ての体制整備は急務である。その他の点についても、

短期的な実現性についてはともかく多くの識者が疑

うことのない内容である。 
 他方、本研究プロジェクトが特有の経験として

有する当事者性の意識からは、上記の改善だけでは

以下の問題に対応できていないと考えられる。上述

の点だけでは表層的対応に留まるリスクを有するの

である。まず、政策のための科学サロンの講演時

（2025 年 8 月 18 日）に報告した問題点を列挙する。

わかりやすいよう、客観的事実あるいは科学的根拠

に基づくものは番号の後に「事実」と記載し、当事者

としての所見や見解の表出によるものを「当事者」と

記述する： 
1（事実）. 専門家と行政あるいは専門家と

政治家の立場の非対称性：政策の方向性を決める「発

注権」が常に行政・政府側にあり、真に困難な課題解



 

6 
科学技術イノベーション政策のための科学 研究開発プログラム 

Policy Paper 

決に至りにくい側面を有する。 
2（当事者）. 専門家に押し付けられる責任（責

任回避の構造）： 行政組織にとって専門家は「責任を

取らせる」存在であり、あらゆる責任を転換する対象

である（他方、政策方向性は行政側）。 
3（当事者）. 科学の独立性の欠如（物言えぬ専

門家）：科学が政治から独立し、客観的な事実を毅然

として述べるという健全な関係性が機能していない。 
4（事実）. 行政の政策形成プロセスの問題：

後付けの政策サポート、リスクコミュニケーション

への無理解、危機管理意識の欠如。また、日本の行政

では政府に黙ったまま危機を議論し難い。 
5（当事者）. 法的な問題（関与のリスク）：不健

全な体制の中では中間人材として振る舞う研究者が

必要であるが、非公式で政策に深く関与しすぎると

オネストブローカーのリスクがつき纏う。 
 上記は 2014－18 年に実施した RISTEX プロジェ

クトの実装を経た後のナレッジ・モビライゼーショ

ン上の問題点と言え、本研究課題固有の結果である。

これらの問題がアジアの封建的な政府行政組織内に

存在することに対応しつつ、科学的助言体制を充実

させることが求められ、そのためには「日本式の」科

学的助言体制の構築が求められる。科学的助言体制

の提言書は別途纏めるが、以下の点について対応す

ることが必須と考えられる。 
(i；当事者) 重層的な専門的助言体制： 
 同じ分析を常に 2者以上の専門家が同時に検討し、

比較可能な状態を形成する。専門家の数と学術的範

囲も十分に分厚くなるよう、日本学術会議などが音

頭を取って関連学会の「危機時専門家」認定を進める。 
(ii；当事者) 臨時科学顧問制度の明文化： 
 科学顧問を危機時の臨時専門家として政府が任命

する。ただし、同顧問は政府の政策判断からの独立性

を担保され、科学的事実に注力して見解をコミュニ

ケーションする責を担う。 
(iii；事実) 危機時における行政および専門家の判

断の免責： 
 健康危機管理事象においてエビデンスが十分でな

い中での行政および専門家の判断について、蓋然性

や過去事例を基に政策を遂行することを行政レベル

に許し、それを免責する。 

(iv；事実) 専門家組織の充実： 
 政府専門家会議をこれまでの 3-5 倍程度の構成員

に拡大する。また、独立組織の専門家会議を学術会議

などが設置することに加え、独立会だけでなく仲介

専門家組織など学会組織の積極的関与を実施する。 
(v；事実) 政治における責任の明文化： 
 少なくとも特別措置法あるいは基本的対処方針に

おいて「パンデミック対応に係るあらゆる政策の責

任は内閣総理大臣にある」ことを明文化する。これだ

けは避けられない。 
(vi；事実) 専門家、行政および政治家の危機管理に

係る再教育： 
 健康危機管理に資する人材の育成および短期的な

危機をイメージする訓練を実施する。一定の経験・資

格を得た者しかコミュニケーションに参画してはな

らないルールを設ける。 
(vii；当事者) 科学的見解と政策の齟齬に関する報

道ガイドライン： 

ガイドライン上で価値判断に触れる報道について

厳格に整備する。例えば、科学が常に真であり、それ

に従わない政策が悪である、という論調が常に成立

し得ることについてガイドラインを整備する。不必

要に科学と政治の関係性を煽らないことが求められ

る。 
(vii)は科学コミュニケーションチームが主導した

研究提言の「メディアは自律的に『パンデミック時の

報道の手引き』をつくるべきだ」に通じる 1 つの具

体的提案である。ただし、客観性や科学的根拠に基づ

いて着想を得たものではなく、あくまで当事者とし

て「科学が正しいのに政府はそれに従わない」という

論調の報道が単調に続き過ぎたこと（問題点 3）に強

い懸念を抱いたことに端を発する。例えば、科学的見

解を報道する度に何かと言えば政府対応が十分でな

いような印象を増幅する報道偏重に繋がると、それ

は科学的情報の発信側としては全く本意でなく、む

しろ、政府には積極的にリーダーシップを取って流

行対応に乗り出すことこそ専門家に求められていた

というのが事実である。そういった傾向が放置され

ると、本当に大切なメッセージで科学と政治の相克

を突破しなければならない時に、それまでの報道が

有効性の高い科学的メッセージを出すことの障壁に
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さえなってしまうリスクを包含している。要点とし

て「不必要に政治と科学の対立を報道で煽らない」と

いう点は、上記の手引きを構成するフィロソフィー

の 1 つとして検討を続けたい。 

【おわりに】 
本研究を通じて、（1）要請に基づく流行対策の定量

的評価手法を確立した。2020 年 3－6 月における第 1

波の流行を研究対象とすると、緊急事態宣言等を通

じた実効再生産数の減少は流行規模を 1/40に抑えら

れたものと推定された。無対策の場合を科学的に提

示し、専門家・行政などに対して、非特異的対策の大

きな予防的インパクトを明示することができた。同

様に、わが国で 2023 年にマスク着用が自己判断とな

ったが、それにより増加した死亡者数など疫学的イ

ンパクトを定量化した。（2）科学コミュニケーション

の課題を当事者インタビューから明らかにし、書籍

として取りまとめた。これらの成果は、今後のパンデ

ミック対策において、政策立案者、公衆衛生専門家、

科学コミュニケーターに対し、エビデンスに基づく

政策形成の基盤を提供し、効果的な科学的助言のあ

り方に関する考察の基盤を与えた。（3）社会文化的規

範の強さと流行対策の実施度合いや「新しい日常生

活」の遂行の間に関連性が示唆された。その科学的エ

ビデンスに留まらず、国や地域によって最適な対策

は異なり、事前に広いセクターで対話を経た上での

望ましい対策の構築が求められるものと考えられた。 
 一方、COVID-19 対策に関する公的な総括が未だ十

分に行われておらず、制度改革に結びつく記録が残

されていない現状は大きな課題である。本研究が示

した知見と提言は、この空白を少しでも埋めること

に繋がると期待され、より実効的で持続可能な危機

管理体制を構築するための基盤となり得ることを目

指してきた。 

 得られた成果が、未来のパンデミックに備える日

本の政策形成と社会的議論の深化に寄与することを

期待し、また今後も歩みを止めずにパンデミックけ

んｋ勇に取り組む所存である。 
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表 1. 東京および大阪における最初の 3 つの流行波での反事実的累積感染者数および死亡者数。Ratio ＝ 反事実シナリ

オ：実測値 の比 

 
 
図 1-1. 調査期間中のマスク着用割合の推移 

 

図 1-2. 各週の年齢群別感染者推定値と反事実シナリオ感染者数 

 

図 1-3. シナリオ別累積死亡者数の推定値 
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図 1-4. 調査期間中の国別マスク着用割合の推移 
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図 1-5. 国別新規感染者数推定値 
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図 1-6. 文化的窮屈さを示す指標（Cultural Tightness-Looseness Scale：CTLS）と(A) 最大実効再生産数(Rt)、(B) Rt の
減少、(C) 1 日当たりの Rt の変化、(D)Rt の相対変化、(E)1 日当たりの Rt の相対変化、(F)Rt が最大値から最小値に達す

るまでに要する時間、(G)平均 Rt、(H)第 1 波と第 2 波の流行間の時間間隔、(I)Rt>1 だった期間、(J)第 2 波の期間、(K)第
2 波の最大 Rt との相関関係 
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図 1-7. 東京および大阪における最初の 3 つの流行波における反事実的累積感染者数と実測累積感染者数の比較。95%CI：
95％信頼区間 
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